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 下記の修訂を行いました。 

 

 

 

訂正箇所 誤 正 

15 頁 4 行目 この授業 本書 

41 頁判例欄 13 行目 支出されるととともに 支出されるとともに 

61 頁脚注 14）本文 第 2 章第 4 節 第 2 章第 3 節 

81 頁脚注 15）2 行目 同法施行令 96 条 1 項 同法施行令 96 条 1 号 

92 頁 10 行目 A に対する A 社に対する 

129 頁 6 行目 事業の用に供される資産 事業の用に供される固定資産 

151 頁最終行 立法目的との関係での 立法目的との関連で 

158 頁判例欄下から 6 行目 勤務満 5 年ごとに 勤続満 5 年ごとに 

166 頁判例欄 2 行目 計算上利益 計算上の利益 

同上 3 行目 適当に行なわれる 適正に行われる 

同上 4 行目・5 行目 （（ ）） ｟ ｠ 

同上 7 行目 採用しているのと 採用しているものと 

同上 10 行目 る， る。 

同上同行 利益配当とは 利益配当とは， 

同上 17 行目 前記取引会社 前記取引社会 

同上 18 行目 されば右優待金は されば，右優待金は， 

同上 22 行目 基づく 基く 

167 頁 16 行目 足りるという 足りるとする 

179 頁図表「33 条 3 項 1 号」の行 2 号をゴシック体に変更する 

180 頁～181 頁判例欄見出し番号 1 ないし 4 をそれぞれ「1，」「2，」「3，」「4，」（「1，」は 2 箇所）

とする。 

181 頁判例欄 1 行目 売渡し 売り渡し 

同上 5 行目 セツの相続人代表者として セツの相続人の代表者として 

198 頁判例欄 11 行目 解せらされる 解せられる 

220 頁判例欄 3 行目 買受けて 買い受けて 

224 頁 18 行目 地区除外等処理規定 地区除外等処理規程 

同頁 19 行目 施設等使用規定 施設等使用規程 
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226 頁本文最終行 227 頁へ送る 

227 頁判例欄 18 行目 改行せずに 17 行目に追い込む 

229 頁脚注 27）本文 東京地判令和 3 年 1 月 29 日 

税資 271 号順号 13518 

削除 

234 頁判例欄 7 行目 「参照）。」の後（「他方，」の前）で改行する 

234 頁判例欄最終行 上記改行に伴い，235 頁に送られる 

253 頁 5 行目 婚姻中自己の名で 婚姻中の自己の名で 

同頁 8 行目 協力，寄与 協力寄与 

264 頁判例欄 4 行目 備付けて 備え付けて 

337 頁 17 行目 破産法 2 条 5 号 破産法 2 条 5 項 

376 頁判例欄 1 行目 資産の無償譲渡， 「資産の無償譲渡， 

同上 13 行目 なるのである。 なるのである。」 

378 頁 21 行目 所得税法 法人税法 

389 頁 7 行目 柱書では 同条 1 項柱書では 

396 頁 19 行目 資金調達の方式が，商法上 資金調達の方式が商法上 

同頁 21 行目 少なくとも 少くとも 

398 頁本文 2 行目 本判決の説明には 本決定の説明には 

409 頁 2 行目 回線 1 回線にかかる権利 回線 1 回線に係る権利 

413 頁脚注 34）本文 下から 6 行分（「また，」から始まる段落）のインデントを調整 

426 頁 5 行目 法人税法 55 条 5 項 法人税法 55 条 6 項 

同頁 7 行目 法人税法 55 条 3 項・4 項 法人税法 55 条 4 項・5 項 

437 頁図表の下 5 行目 所得税法 37 条 8 項 法人税法 37 条 8 項 

450 頁 19 行目 被用者 使用人 

467 頁 10 行目 外国税額控除 所得税額控除 

469 頁脚注 6）本文 2 行目 出資金の出資金の 出資金の 

489 頁本文最終段落 2 行目 否認等」 否認」等 

499 頁判例欄 2 つ目 4 行目 B に対し B 社に対し 

同上 3 つ目 1 行目 B との B 社との 

同上 2 行目 B が B 社が 

500 頁判例欄 5 行目 B B 社 

506 頁判例欄 3 行目 振込みは 振り込みは 

 

（以上，第 2 刷で訂正済み） 

（2026 年 5 月公開） 


